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【要　旨】学校は今、学外関係諸機関との連携を重視した生徒指導刷新の時代に入ったことを指摘しておき
たい。
先ず、始めに、日本の生徒指導施策の系譜からみた場合、平成14年前後から子どもによる残忍な殺傷事件
が相次いで発生したこともあり、学校は問題を抱え込むことなく、問題行動予防・対策のための学校と警察
との施策連携が強化されるようになったことを文部科学省や警察庁の通達で再認識した。
次いで、生徒指導体制の強化にみる多機関連携の公的指針について、とくに平成21年以降に関し、文部科
学省の動向と国立教育政策研究所（以後、国教研）生徒指導研究センターの刊行物等を通して確認し、それ
らにみる生徒指導上の改善ポイントを示した。中でも注目すべきは、国教研から出された生徒指導資料４冊
のうちの、第１集『生徒指導上の諸問題の推移とこれからの生徒指導－データに見る生徒指導の課題と展
望－』（改訂版）でる。ここでは、いじめ、不登校の他、高等学校中途退学、暴力行為、薬物乱用、性の問題、
家出、自殺、児童虐待等の推移の統計が明示され、これからの生徒指導の在り方が提言されている。
続いて、北九州市、札幌市、横浜市の三政令指定都市における生徒指導充実の取組みをモデル事例として
示したが、とくに横浜市の教育委員会による生徒指導マニュアルの編集・配布と、北九州市の問題校21校に
おける生徒指導マニュアルの策定と教員による使用について、それらの意義・効果を中心に述べた。さらに、
生徒指導において問題を解決した中学校と、未解決で荒れている中学校の様子について、実施調査報告をした。
最後に、学校と警察あるいは児童相談所との連携は必須の時代になったとはいえ、その前に、学校がなす
べき校内基盤の整備について、研究成果からの報告をした。
第一に、学内の教職員の一致協力体制づくりが重要だということ、第二に、親や地域住民の協力を得るこ
とによって、地域と一体となった校内や学校周りの環境整備を図ることである。
子どもの非行防止は日常からが重要である。事態が大きく深くなってしまってからでは手遅れとなる。こ
こに、未然防止（早期発見、早期対応）予防教育、事案処理（学内、学外連携）、事後指導の３段階が一体
化すべき必要性がある。子どもの問題行動の背景には、社会環境のあらゆる側面の急激な変化があり、今後
もその原因は一層、複雑化・多様化しているであろう。このような社会状況の激変を踏まえた上で、いかに
児童生徒の健全な発育、成長を保証するかということは、今後の学校関係者と社会の喫緊の課題となってい
る。
はじめに　学外機関との連携を重視した生徒指導刷新の時代
　子どもというものは、皆が非行に走るわけではない。否、不正行為とはかかわりなく、普通に
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まっとうに明るく生きているのが一般的であろう。しかし、20年前とはもちろん、この10年間を
みても、児童生徒は相当に変わってきているというのが、学校現場でのインタビュー、筆者が担
当してきた教員研修や教員免許更新制でのレポート、現場の教員たちが書いた教育誌への投稿等
からうかがえる。規範意識の面からみて、児童生徒たちに、気質の変化や行動面での変化が顕著
にあらわれてきているのは否定できない。
　規範意識を取り上げた著作や論文の中には、「青少年の規範意識の低下は本当か？」、「青少年
における凶悪犯罪の増加や規範意識の低下は事実として不確かである」といった論が少なからず
見受けられる。たとえば、「アンケート調査をしてみた結果、少年の凶悪犯罪が起こるたびにメ
ディアが騒ぐほどには高校生の規範意識の低下傾向は確認されていない」、「社会的排除の原理」
から長期欠席、不登校が増加するのであって、「規範意識の低下や周囲との関係性の薄さを不登
校群の特徴としてあげていることの問題意識そのものが問題視されなければならない」といった
論調が目立つ。そうした立論は、規範意識が低下したとみるその見方自体が感覚的で間違ってい
るとし、あるいは「刑法犯少年の検挙人員、人口比の推移（昭和25 ～平成22年）」１でデータが近
年右肩下がりになっていることを指摘し、あるいは規範意識を強調するような見方には「兵舎的
学校観」が潜んでいるのであって、子どもたちに烙
スティグマ
印を押そうとしているのではないかといった
主張をする２。このような言説はかなり多くの研究者によって支持されてもいるが、彼らによく
みられるのは、その基底にある、イリッチの『脱学校論』やブルデューの『再生産』にみられる
「学校は同化と排除の文化装置である」という階層論や再生産的学校観である。この学校解釈に
は一理はあるし、フランスでも1970年代を通して賛同者が多かった。但し、学校というものの機
能は、人間の人間化（カント）という面からみて決して一蹴されるようなものではないであろう。
　筆者は、この数年にわたる三大政令都市（北九州市・札幌市・横浜市）の非行対策実地調査研
究から、学校における生徒指導を慣例的・常套的に行っていてはもう限界であるということを痛
感し、また同時に非行予防・健全育成という点から、学校は先手を打たなければならないという
ことを強く認識した３。これを他面からいえば、教員側、学校側が変わらなければならない、新
しい生徒指導の有り方を学校に導入しなければならない、ということである。そうした要請は、
文部科学省の規範意識の醸成の強化や、内閣府の子どもの健全育成の諸政策にもあらわれている。
　本論では、上記共同研究での学校訪問インタビューを通して得た生徒指導主事の方々による子
どもの問題行動と、そしてそれらへの取り組みや解決に関する報告を主たる素材として、子ども
のどういったことが問題なのか、教員、学校はどうしたらいいのか、またどのような弊害が対策
を立てる上で障害となっているのかに言及し、関係諸機関との連携の必要性と同時に、その前に
学校自身がなすべきことは何かについて臨床的にまとめをした。
　先述の、警察庁による「刑法犯少年の検挙人員、人口比の推移（昭和25年～平成22年）」のグ
ラフであるが、平成15年以降、横ばいないし下降がみられることは確かで、一見楽観視できるよ
うに思えるが、慎重を要するのである。第一に、少子化時代に入っていることで数値が低くなっ
てはいるが非行少年の検挙率は決して落ちていないこと、第二に、検挙された事案については、
凶悪化、低年齢化、女子の参入といった傾向が見られること、第三に、検挙、補導まで持ち込ま
れない逸脱行動、問題行動の増加現象である。教育学的にみると、第二の傾向はもとより、第三
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の傾向が教員が日々悩んでいるところの、生徒指導上の日常的対策を要する懸案であり、事件化
への発展は油断できない。
　平成22年の刑法犯少年は８万5,846人で前年比4,436人（4.9％）減であり、周知のように、刑法
犯少年の検挙人員は減少傾向にある。しかし同年齢層人口1,000人当たりの検挙人員は11.8人で成
人の5.1倍となっており、引き続き高い水準にある。しかしながら、検挙数値に上がらない非行、
問題行動は後を絶たず、『警察白書』および『子ども・若者白書』（平成23年版）においても、校
内暴力、薬物乱用、暴走族等の非行集団、いじめに起因する事件、家庭内暴力、バイク窃盗や車
上荒らし、万引き、家出、自殺等と共に、インターネット上の有害環境から派生する福祉犯的事
件、さらには不登校、ひきこもり、性の逸脱行動等について、軽視できない深刻な状況であるこ
とが示されている。少年の規範意識の低下が問題となる場合は、家庭のネグレクト的状況など、
親の教育力の低下などが背景になっている場合が多く、少年非行への対策は社会問題として楽観
視できないのである。親が変わってきている……、この傾向については、大半のインタビュー校
が、溜息まじりに苦悩していた。
　子どもたちを犯罪に赴かせない、犯罪の被害者にしないという観点からは、子どもたちにみら
れる予兆の把握、深刻化する前段階での対応等、学校は先ず、非行の芽生えを防御する、非行の
目を摘むことで、明るい学校づくりをすることである。学校は家庭に次いで、子どもたちと共有
する時間を多く有する空間であり、子どもたちの人間的・社会的成長に責任を有している教育機
関である。ゆえに学校は、学習指導面はもとより、非行の未然防止、反社会的・非人間的行動の
阻止と指導、事案の事後フォローといった生徒指導面の任務を本質的に負っている。不幸にも事
件が発生した場合、学校が荒れてしまった場合は、教職員一同が団結して迅速に対応し、事後対
応にもあたるべきであるが、その場合、各関係機関と連携をとって対応できるだけの校内体制が
できているかどうかということが、非行を芽吹かせない基本的な教育的条件なのである。
１　生徒指導関係年表から判明する施策ポイント
　私どもの研究では、戦後の昭和22年度から平成23年度にわたる生徒指導関連公的施策の年表を
作成し、それに社会及び教育方面の事件や諸改革を付け合わせることによって、政府（文部科学
省、警察庁、厚生労働省等）筋による子どもの問題行動対策の動向を詳細に追ってきた。作成し
た年表４から明確に判明するのは、昭和60年代から出てきたいじめの問題が平成７、８年に拡大
して深刻化し、それへの取り組みに関する通知（旧文部省）、通達（警察庁）が相次いだこと、
次に、平成９、10年以降は、覚せい剤問題や神戸少年事件勃発の背景もあり、「児童生徒の健全
育成に向けた学校と警察の連携の強化について」（平成９年、両省庁とも）や「児童生徒の問題
行動への対応のための校内体制の整備について」の通知（平成10年、旧文部省）が、「学校の『抱
え込み』から開かれた『連携』へ―問題行動への新たな対応―」（平成10年、旧文部省「児童生
徒の問題行動に関する調査研究協力者会議」報告）と前後して出されたことである。この後、不
登校・ひきこもり問題が表面化してくると、平成14年には、「学校と警察との連携の強化による
非行防止対策の推進について」（平成14年の、通達、警察庁、ならびに通知、文部科学省）が出
されて、文部科学省は、「サポートチーム等地域支援システムづくり推進事業」を開始し、警察
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庁は、「少年警察活動規則」（国家公安委員会規則第20条）を制定し、同年９月には「少年相談専
門職員」の制定をするなど、少年警察ボランティア活動の活性化に向けた取組みを強化するに
至った５。その後の省庁の対策は、この平成14年の施策から派生しているといっても過言ではな
く、今日に至る規範意識の醸成の施策６と児童虐待防止法の一部改正を並行させながら、平成16
年の学校と関係機関との行動連携の一連の施策へと進むのである。
　それらは、平成16年３月の報告書「学校と関係機関との行動連携を一層推進するために」（文
部科学省設置、研究会報告書）の公示となった。これについて文部科学省は、「学校と関係機関
との行動連携を一層推進するための取り組みについて」（通知、文部科学省、５月）を添えて言
及し、同時に警察庁も「児童生徒の問題行動発生時における学校と警察との連携について」（通
達）を出す一方、内閣府も「関係機関等との連携による少年サポート体制の構築について」（少
年非行対策課長会議申合せ）を発表した。
　学校と関係機関の連携による非行防止の策定については、さらに、平成18年１月の「スクール
サポーター制度の拡充について」（警察庁）とつながり、５月から６月にかけて、「児童生徒の規
範意識を育むための教師用資料」（文部科学省、警察庁）の発行や、「非行防止教室の推進を通じ
た児童生徒の規範意識の育成について」（通知、文部科学省）と続いた。さらに、いじめ自殺事
件が多発したこの年の12月に至り、自由民主党安倍政権によって「教育基本法」が改正され、「少
年法」も翌年の平成19年に一部改正、同じ19年に「学校教育法」が改正された。戦後教育の見直
しともいわれるこれら一連の教育法改正において、子どもの問題行動防止に対する厳罰化と規律
重視の方針や新規定が条文化されたことは論を待たない７。
　しかし、このような多くの対策にもかかわらず、その後、携帯電話やブログ等の急速な普及と
ともに、成人男性と関わるといった福祉犯的な子どもの問題行動も含め、加害者としても被害者
としても問題行動は時代性を帯びて陰湿化あるいは愉快犯的に展開するようになっており、いじ
め、暴力行為、不登校、万引きと合わせて、都道府県、市町村、地域をあげて対策を練るべき、
社会的に軽視できない問題となっている８。非行防止対策は、以上のような施策の推移のなかで、
規範意識の醸成と、健全化育成と三位一体になって展開している９。
　　
２　生徒指導体制の強化にみる多機関連携の公的指針
（1）文部科学省の動向
　上述の経過からみても、子どもの問題行動への対策や指導は、各学校がバラバラに進めている
段階ではなくなったといえよう。文部科学省は、平成21（2009）年４月に「生徒指導提要の作成
に関する協力者会議」（座長、森田洋司）を興し、翌年３月まで６回の会議で内容をまとめ上げ、
平成22年３月に作業を終え、『生徒指導提要』を著した（初版発行は11月）。いうまでもなく、「生
徒指導」とは、小学校、中学校、高等学校の各学校で行われている学習指導以外の教員による指
導分野（校務分掌のひとつ）で、東京都ではこの分野を「生活指導」と呼ぶ。生徒指導は、学校
がその教育目標を達成するための重要な機能の一つであると規定され、学習指導以外の学校生活
で、「児童生徒の個々の人格を尊重し、個性の伸長を図りながら、社会的資質や行動力を高めて
いくことを目指して行われる教育活動」10をいう。今次の提要は、昭和56年に発行された『生徒
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指導の手引き [改訂版 ]』を踏まえながら、その後の少子化、都市化、情報化に向かった社会的
変遷を考慮し、新たに『生徒指導提要』として総合的に取りまとめられたものである。なにより
も、全国の小・中・高等学校で生徒指導に当たる教師に対して、本提要は統一的な指導方針を示
すことに寄与している。
　第１章は、生徒指導の意義と原理について述べてある。当然ながら、平成18年の教育基本法改
正、平成19年の学校教育法改正後の新学習指導要領とその解説文に依拠しつつ、生徒指導の意義
について述べ、教育課程における生徒指導の位置づけについては、今日的状況との整合性を図っ
て説明している。第２章は、教科、道徳教育、総合的な学習の時間、特別活動のそれぞれと生徒
指導の関係について整理をしている。第３章は、児童生徒の心理と児童生徒理解の項目であり、
児童生徒理解の最低限の知識に絞って整理されている。第４章は、生徒指導対策の基本的な考え
方について、生徒指導の方針基準を明確化、具体化すること、すべての教職員による共通理解・
共通実践をすること、それには実効性のある組織・運営のあり方を求めることが述べられてい
る。さらに、生徒指導の組織と生徒指導主事の役割についての制度面や、求められる資質・能力
について解説がなされ、生徒指導の方針や基準を明確化、具体化したものを年間指導計画の中で
どのように位置づけていくべきか、さらには、生徒指導について組織的に決めた方針・計画を全
体の教職員が共有するための研修の意義、資料の保管・活用、全校指導体制の確立、そして最終
的に、生徒指導の評価と改善の重要性について述べている。第５章の教育相談は、教育相談の手
法を巡って、ケース会議や育てる教育相談など、様々な考え方やアプローチの仕方についてコラ
ムを用いて紹介している。ここで、生徒指導にはスクールカウンセラー、専門機関等との連携が
重要であることが言及されている。第６章の生徒指導の進め方は、その第１部で集団指導につい
ての考え方を記述しており、組織的対応と関係機関等々との連携として、チーム支援のプロセス
や学校種間、学校間の連携について整理している。その第２部では、発達障害について整理しつ
つ、個別の課題を抱える児童生徒への指導について言及し、問題行動の早期発見と効果的な指導
という原則的な考え方が強調されている。第７章は、教職員に法令制度の認識を促すねらいで、
校則、懲戒、体罰、出席停止等についてそれらの趣旨を説明し、非行少年の処遇の制度について
もチャートを用いるなどして理解を図っている。最後の、第８章であるが、ここで学校と家庭・
地域・関係機関との連携の必要性、地域が活きる教育活動の在り方、学校が中心となった家庭・
地域・関係機関等との連携活動の体制づくりについて説明がなされている。
　『生徒指導提要』を総括しているキーワードは、座長の森田によって広まった「ソーシャル・
ボンド」にあるとみることができよう。アメリカの社会学者、Ｔ・ハーシが提唱した「ソーシャ
ル・ボンド」理論11は、社会的な絆の強さやその種類が逸脱行為の出現を規定するという主張で
あり、子どもにおける自己と社会とのつながり、そして「社会的なリテラシー」の育成に発展す
る能力となる。つまるところ、生徒指導の最奥の目標は、対人関係が築けておらず他者とのコ
ミュニケーション能力と規範意識が劣るようになった児童生徒の社会化にある、ということにな
るであろう。このような文部科学省サイドの生徒指導行政のねらいが、平成23年以降、各都道府
県、各自治体にどのように受け入れられ、どのような活動の展開をみているか、興味のあるとこ
ろである。
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（2）国立教育政策研究所の研究動向にみる改善ポイント
　平成22年の『生徒指導提要』の刊行に先立ち、この動向と連動して、文部科学省の布置機関で
ある国立教育政策研究所（以下、国教研）の生徒指導研究センターから、「生徒指導資料」のシ
リーズ本が学校関係者および教育行政者、そして関心ある一般人を対象として次々と出された。
国教研はすでに、平成17年９月に文部科学省が公表した「新・児童生徒の問題行動対策重点プロ
グラム」に応えるかたちで、平成18年５月に「『生徒指導体制の在り方についての調査研究』報
告書－規範意識の醸成を目指して－」をまとめていたが、その後、いじめを苦にした子どもの自
殺の発生とそれに対する学校、教育委員会の対応の不十分さを強く受け止め、生徒指導の毅然と
した粘り強い態度を求める観点から、学校における生徒指導体制の見直しを求めるかたちで「生
徒指導資料」（４冊セット）の刊行にとりかかった。
　最初に出されたのが、平成20年４月に出された第３集『規範意識をはぐくむ生徒指導体制－小
学校・中学校・高等学校の実践事例22から学ぶ』であり、いじめ対策を中心にして、規範意識を
はぐくむ生徒指導体制づくりを説明しつつ、校区内ネットワーク（中学校区）と市町村内ネット
ワーク（市町村内の学校、教育委員会、警察署、少年サポートセンター、児童相談所、福祉事務
所、保健所、民生・児童委員、主任児童委員、保護司、少年警察ボランティアの関係人材、PTA等）
と連携した生徒指導の在り方を、理論と実践の両面からきめ細かに提唱した。これに続き、平成
21年３月に、国教研は、不登校が特定の子どもに起こることではなく、どの子どもにも起こりう
ることであるという前提に立ち、第２集『不登校への対応と学校の取組について－小学校・中学
校編－』を著した。
　とくに平成10年以降、うなぎのぼりに上がってきた不登校は、その背景が親の状況も含めて多
様、複雑であろうとも、起因については、学校生活（人間関係、学業不振）、家庭内状況、本人
の心的・身体的不調にまとめられる。本書は、それらを詳細に分析したうえで、今後の取組とし
て、①学校全体の指導体制の充実、②教職員間の役割の認識とスクールカウンセラーを含めた協
力体制の構築、③保健室や相談室の活用といった居場所づくり、④不登校児童生徒への地域的、
専門的関係機関へのつなぎとしてのネットワーク体制、を上げている。①②③は、先ず、学内で
できること、学内でなさねばならないことであり、④はその上で対応すべき学外連携である。こ
のように、連携ネットワーク支援体制は、先ず学内の教職員の一致団結、学内における健全育成
のプランがあって初めて成功するのである。国教研はさらに、平成21年７月に入るや、現行学習
指導要領以前に出された平成15年版を見直し、第１集『生徒指導上の諸問題の推移とこれからの
生徒指導－データに見る生徒指導の課題と展望－』の改訂版を公刊した。ここでは、先の刊行で
扱ったいじめ、不登校の他、高等学校中途退学、暴力行為、薬物乱用、性の問題、家出、自殺、
児童虐待等の推移の統計を明示し、これからの生徒指導の在り方として、以下の３項目を強調し
ている。
１　青少年を取り巻く社会環境等の変化を視野に入れた社会的自己指導力の育成
２　学校における生徒指導体制・相談体制の充実改善を図る開かれたネットワーク
３　問題行動等の予防や解決、健全育成を推進するネットワークと行動連携の実現
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　１に関しては、自己有用感の把持に結びつくものとして、自然体験学習、集団宿泊活動、奉仕
活動が、とくに地域における活動として推奨されている点、３としては、学校、家庭、関係機関、
地域のネットワークづくりと、サポートチームの編成、取組を、具体的なチャートを使って各学
校の教職員に周知させようとする点など、工夫がこらされている。表Ⅰは、学校や教育委員会だ
けでは対応が困難であると判断された場合に、どのような機関がサポートチームのコーディネー
トに当たることができるかの一般図である。
　このように、文部科学省が『生徒指導提要』を公刊する以前に、国教研では３冊もの専門的文
献の出版を行い、現場の教職員に新しい情報と対応のノウハウを示していた。そして、『生徒指
導提要』の公刊の翌年に、国教研はさらに第４集目である『学校と関係機関との連携－学校を支
える日々の連携－』を出したわけであり、そこには、「抱え込みから開かれた連携」に向かって
の基礎知識、情報、小・中・高それぞれの対策のノウハウ、一連の関係通知文の掲載を行った。
このような文部科学省サイドの生徒指導政策の時代に見合う指針の提供と並行して、市場でも生
徒指導の研究が盛んになり、多くの有用な文献が続出したことを付記しておきたい12。
３　自治体における生徒指導充実の取組み
　本論における「望ましい連携の前に生徒指導体制はどうあるべきか」という提議は、他の関係
機関との連携の意義を低くみるスタンスではなく、そうした諸機関と学校が機能的に有効にネッ
トワークを構築して子どもの非行防止を実現し、健全育成に向かわせる基礎はどのように構築す
べきかという課題解決的スタンスに立つゆえのものである。
　この点で、文部科学省の『生徒指導提要』に見合うようなかたちで、各学校内に提要に値する
ガイドブックやマニュアルが存在するかどうかは、生徒指導が円滑に効果を上げているかどうか
の指標となりうるであろう。これに関しては、既述の JST共同研究で対象とした北九州市、札幌
表Ⅰ　問題行動等の種類とサポートチームの構成（試案）
国立教育政策研究所、生徒指導資料第１集『生徒指導上の諸問題の推移とこれからの生
徒指導－データに見る生徒指導の課題と展望－』（平成21年、７月、改訂版）p.130より
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市、横浜市のうちから、ここでは、主として北九州市と横浜市の学校に焦点を当てて、学内提要
がどのように出来上がっているか、どのような内容で、どのような点に重点が置かれているかを
押さえてみたい。
（1）横浜市の生徒指導マニュアル
　文部科学省の『生徒指導提要』が発行される１年前の平成21年３月に、370万人もの人口を抱
える横浜市教育委員会は、『児童・生徒指導の手引』を独自に編纂し、市の521校に及ぶ小学校、
中学校（27万人の児童生徒と１万４千人の教職員がいる）の全教職員にこれを配布して今日に
至っている13。
　横浜市は、平成20年の文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
によれば、平成19年度の暴力行為が2,865件と過去最高となった。これに対して、いじめの認知
件数は同年度において1,002件で、対前年度比で約26％の減少となり、発生ピーク時の平成６年
度の2,032件からみると半減したのであったが、問題行動はネットでのいじめなどで陰湿化、深
刻化したといわれ、さらに、平成19年度の不登校児童生徒数が、小・中で3,873件となり、平成
17年度以降増加しているため、学校、関係機関はこうした実態に対して気を緩めていない14。
　横浜市の某地区ブロックの元中学校教員の回顧談によれば、「荒れる中学校」と言われる職場
に赴任したとき、全校集会の講堂で、子どもたちは整列するどころか、おしゃべりや走り廻る騒
音で手の打ちようがなく、果ては、バスケットボールのバックボードスタンドポールをまるで猿
のようによじ登ってネットにしがみついてはしゃぐという有様であり、新任の挨拶も何もできず
に当日の集会は終わってしまったそうである15。この経験談は、子どもというものを指導するこ
となく、集団としてほうっておいた場合の恐ろしさを如実に物語っている。規範意識を身につけ
ていない活力だけの中学生は、暴力、そして不登校の一歩手前にいるのであり、学校はすさんだ
荒れ地と化す。小学校の６年生たちは、おびえてその中学校入学を避ける有様であったという。
この中学校が立ち直っていったのは、生徒指導担当に就いた教員が小学校の児童指導担当と何度
も協議会をもち、小・中９年間のスパンで子どもたちを見守ろうではないかという発想に立ち、
他の教員にも参加してもらい、クラブ交流活動から始めて、中学生には「自己有用感」をもたせ、
小学生には中学校生活への「期待感」をもたせるように交流をはかっていった取り組みの成果で
あるという。その後は、総合的な学習の時間での交流活動や、小・中の教員間の授業参観や６年
生の中学校授業体験、ふれあいコンサートの企画なども取り入れているという。この場合、注目
すべきは、児童指導・生徒指導担当の教員同士が毎月定例会をもって互いに信頼関係を深め、具
体的な取り組みを話し合っていること、そしてそれを職場に持ち帰って全教職員に報告している
ことであろう。
　こうした現場での取り組みの成果が寄与したのであろうか、横浜市教育委員会では、それまで
に出していた11件余に及ぶ教育支援のガイドラインや学校の防犯マニュアル、さらにはとくに
「横浜市の小・中学校における子どもたちの豊かな成長を支える新たな児童・生徒指導を展望し
て」（平成14年）、「児童・生徒指導上の諸問題緊急対策　プロジェクト報告書」（平成17年）、「子
どもの豊かな成長を育む実践事例集」（平成20年）、「こどもの社会的スキル　横浜プログラム」
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（平成19年）等の内容を見直し、さらに各学校でマークされるべき実際の立ち直り支援のノウハ
ウを重ね合わせ、平成21年春に『児童・生徒指導の手引』をまとめ上げた。したがって、ここに
は、具体事例ごとの対応指針や指導方法、その他、参考とすべき法令、例規、書式の手続きが概
観できるように工夫がこらされており、教育現場の教員たちがこれを児童・生徒指導のハンド
ブックとして活用できるように編集されている。ちなみに、具体的な事例として挙げられている
のは、１．対教師暴力、２．生徒間暴力・対人暴力、３．器物損壊（以上が暴力）、４．いじめ（ネッ
ト上のいじめ）、５．ネット上のトラブル、６．校内の盗難、７．家出・行方不明、８．不良行為、
９．性非行（性犯罪被害）、10．児童虐待、11．薬物乱用、12．いわゆる「学校崩壊」、13．不登校、
14．自殺（未遂）、15．特別な教育的支援が必要な児童生徒への支援、16．不審者の学校侵入、で
あり、今日、全国の学校が何らかのかたちで直面していたり、あるいは対策を練っている懸案で
ある。
　この手引が優れて実践に役立つ点は、上記に示した問題事例ごとの説明をし、教師による児
童・生徒本人への対応の仕方、中・長期的な対応のポイント、保護者との連絡・協力関係構築の
プラクティスの基礎知識、さらに、一般図式ではなくひとつひとつの事例の解決にふさわしい関
係機関との連携図が示されている点である。
　横浜市の小・中学校の多くは、全市共通のこの『児童・生徒指導の手引』が出た後、これに安
住することなく、各学校内の生徒指導部が「生徒指導マニュアル」といったパンフレット（20頁
程度）を編集して教員の児童・生徒指導共通認識を徹底している。あたかも、文部科学省が厚手
の『生徒指導提要』を出して生徒指導の在り方を示したまさにその年に、それらは作成されてい
る。某中学校の１例をみるならば16、内容構成は以下のようになっている。
□ 平成22年度　生徒指導部年間計画（４月～３月までの校内取り組み・校外取り組み、教育相
談の計画）
Ⅰ　生徒指導部年間活動計画（目標、指導の重点、指導の方針、校内指導体制の図）
Ⅱ　一日の流れについて（生徒手帳からみる学校のきまり、生徒に守らせている日々の心得の
記載）
Ⅲ　問題行動の対応と指導について（いじめ、異装、授業エスケープ、器物損壊、喫煙・薬物
乱用・飲酒、対教師暴力・生徒間暴力、不審な来訪者への対応、学校間問題（暴力などの
トラブル）、恐喝、万引き、卒業生とのつながり、塾を仲介とした学校間問題、休業中の
対応について、不登校生徒への対応について、その他の問題行動の各項について）
□生徒指導上、緊急な事態が発生したときの連絡系統
　（たとえば生徒の誰々がいないとなったら、直ちに全教職員にそのことが伝わる仕組みなど）
　このことからも、横浜市の学校内における児童・生徒指導の前向きな取り組みが伝わってく
る。2012年２月に行われた三政令都市代表者招聘による JST共同研究会議において、神奈川県の
学校警察連携制度の近年の刷新の結果として、「５年前は神奈川県全体の検挙・補導された少年
の中で、対教師、生徒間、対施設暴力の三つで、６割ぐらいは横浜市が占めていました。それが
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５年たった現在、約３割ということで、比重が減っています。神奈川県全体としては130件で、
検挙・補導された少年は、対教師、生徒間、対施設の暴力行為は増えているのですが、横浜市の
数値は６割から３割に、約半分になったのです」 という報告があった。筆者としては、神奈川県
の学校警察連携制度の活用による学校と警察の日常的な連携網の成果や、神奈川県警本部の少年
育成課による少年サポートチーム活動の推進もさることながら、教育現場での教員、とくに生徒
指導専任教諭等による学内生徒指導体制の確立と運用の実践が実を結びつつあるのではないかと
推測している17。
　さらに、横浜市の校内の生徒指導力の整備・強化について注目しておくべき点は、「設置要綱」
の定めるところにより、充て職ではあるが、授業時数を10時間以内と少なく調整された「生徒指
導専任教諭」が全市立中学校に配置され、学内指導はもとより学外連携に関しても問題行動防止
の歯車となって動いていることである。授業担当を軽減された生徒指導専任教諭は、子どもの問
題行動防止と対策をより実効あらしめるうえで、校内での生徒指導の要となり、校長、教頭（副
校長）を補佐して関係機関との連絡調整にも当ることができる18。このようなスタッフの確保は、
北九州市を除いては他の自治体に余り見られない生徒指導上の特別人事配当制度である。生徒指
導専任教諭は、学校教育法施行規則第70条が規定する中学校「生徒指導主事」以上の責務を担っ
ている。横浜市の場合、授業負担を免除ないし軽減されたこうした教員の配置が、非行防止のう
えでも、外部の関係諸機関との情報交換、連絡に関しても、大きな効果を発しており、また校内
にも安心感を行き渡らせている。
　この制度に似ているが、現在、北九州市では、全市立中学校62校の内、問題が深刻とみなされ
る約３分の１にあたる21校に、授業担当を免除された「専任生徒指導主事」が教育委員会によっ
て加配として配置されていて、日々、子どもたちの非行未然防止と問題行動の解決に奔走してい
る19。この場合は、生徒指導の専任であるので、非行防止、対策に専念できるわけであるが、北
九州市の他の41校も加配の専任生徒指導主事の配置を強く望んでいるという。予算上、他市では
こうした教員の人事配当は困難であろうかとも思われるが、文部科学省の高い評価をみるに、ぜ
ひとも実現したい制度である。北九州市でも、子どもの問題行動が低減して学校が平穏になると、
その配当がなくなるというので、問題校にはなりたいとは思わないが、加配の生徒指導教員の撤
廃は、他方また不安を呼ぶ、というのが複雑な実情であると伺った。
　札幌市の中学校では、学校教育法施行規則第70条に定められた生徒指導主事は基本的にクラス
担任を持たない（副担任をする）という措置を慣習的にとっているけれども、授業を持たないと
いう専任の生徒指導主事の配置体制は、札幌市としては存在しないということであった。
（2）北九州市の生徒指導マニュアル
　私どもは、平成23年の夏に、北九州市の三つの中学校（小倉南区一校、小倉北区二校）に訪問
インタビューをし、生徒の行動面での実態や他の関係機関との連携による問題解決の動向を聞き
取り調査した。その際、偶然なことに、三校とも加配の「専任生徒指導主事」が派遣されている
中学校であったので、内容の濃いインタビューとなった。その終わりに、専任生徒指導主事が加
配されている全中学校の生徒指導マニュアルを入手する機会に恵まれた。加配のない他の中学校
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もすべてそろえているかどうかは確実でないが、しかし、学校である以上は、このような教員用
の学内手引を作成しておくことが望ましいであろう。
　横浜市と同じく政令指定都市になっている北九州市であるが、横浜市のように、市の全中学校
に共通に使用される生徒指導マニュアル類は作成されていないということであった。尚、私ども
の、その後の他県・他市を含めての学校訪問インタビューでの聞き取り調査から判断するに、生
徒に持たせる生徒手帳は作成していても、校内教職員用の生徒指導マニュアルを作成していない
中学校が散見された。
　尚、札幌市の中学校は、加配の生徒指導専任教諭等を置いてはいないが、訪問した中学校にお
いてはすべて「生徒指導本方針」が作成されていたことを付記しておく。特に、札幌市Y中学校
の場合は、事故が起こった時の対応方法を、フローチャートにしてマニュアル化していた。一般
に、校長や教頭（副校長）や生徒指導主事の勘と経験で事案を処理していくかたちになりやすい
ことと、さらにまずいことに他の教職員が校内の生徒指導問題に無関心になったり、協力をしな
かったりする状況が生まれるため、マニュアルの作成は、当該自治体の学校に共通のものがあれ
ば望ましいが、学校独自に作成したものは必携であると考える。
　さて、北九州市では、専任生徒指導主事加配校21校が、きめこまかな校内取決め事項・生徒指
導申し合わせ事項を８～ 12頁のパンフレットで作成しており、またその内容の一部は、子ども
たちに遵守させる生徒心得の基盤に使われている。それらの手引は、「生徒指導基本方針」「生徒
指導充実のための基本方針」「生徒指導計画」「生徒指導の指導計画」「生徒指導運営方針」「生徒
指導年間計画」「校内の生徒指導マニュアル」と名称は学校によってそれぞれであるが、「生徒指
導基本方針」と題しているのが21校のうち85％であるため、以下、この名称を使用して説明する
ことにする。
　この21校の「生徒指導基本方針」を一覧すると、いきなり、生徒指導の基本的な考え方、重点
項目といったことに入らずに、先ず、「本校の実態」といったタイトルで、近年の生徒の状況や
それに対する指導・対応の在り方について記録している学校が２校ある。現在の荒れた中学校と
いうのは生徒たちのどういった問題行動を抱えているのか、どういったことに苦しみ悩み、どの
ような方針で問題の解決を図っているのか、その一端を認識するためにも、それら記載は貴重な
資料であるので、以下に転載しておく。
①A中学校：「本校の実態」
　「本校では、数年にわたって生徒指導上の厳しい問題行動が多発し、荒れた状態が続いていた。
そうした中、地域の協力を仰ぎながら、職員が一致団結して学校の立て直しを推進していった結
果、問題行動が徐々に減少していった。しかし、厳しい家庭環境に根ざした問題事象は絶えるこ
となく続いており、決して予断を許さない現状である。
　最近の状況をみても、生徒間や対教師への暴力行為、いじめ、器物破壊（トイレ等）、家出、
無断外泊、喫煙、飲酒、万引き、専有離脱物横領（自転車、バイク）、他校間トラブル、授業エ
スケープ、授業妨害、地域の公共機関で騒ぎを起こすこと、極端な服装違反（染髪、眉そり、短
いスカート、化粧、ピアス等）などの事象が発生し、未解決な問題事象も多く、地域からの苦情
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も多い。
　今後の課題としては、まず整然とした安全な学校生活が送れるように努めることで、「登校す
る生徒を笑顔で迎え、下校する生徒を笑顔で送る」を基本方針として臨み、問題事象に対して「見
落とさず」「見逃さず」「見放さず」、一人ひとりの生徒がより良い方向へ成長していけるように、
具体的な取り組みを進めていかなければならない。
　また、昨年度の不登校生徒（30日以上の欠席）が27名という現状を踏まえ、生徒の居場所作り
を進め、不登校（登校拒否）やいじめのない、生徒が生き生きと活動できる学校を目指して具体
的な取り組みを進める。さらに、保護者、地域からの要望、苦情に対しても迅速に対応していか
なければならない。より深く生徒理解をするためにも定期的に実施している生活アンケートを充
実させ、年間２回の教育相談週間はもちろんのこと、折りにふれてのチャンス相談も実施してい
かなければならない」20。
②Ｂ中学校：「学校の実態」
　「平成20年度は多くの問題行動が起こっている。校内、登校・下校中の喫煙、生徒間の暴力、
バイク窃盗、盗難など悪質な事件が発生した。また、精神的ストレスや不安定から、リストカッ
トや大量に薬や消毒剤を飲んでしまう生徒、さらに不登校生徒の数も増加し、30日以上の欠席者
が合計53名にのぼった。「支援室登校」生徒も数名おり、学級に入れない（入らない）生徒が増
えていた。
　平成21年度も20年度と同様、教職員間や関係諸機関と情報交換を密に取り、全教職員間で共通
した指導を展開していく必要があると考え取り組んだ。
　いじめの問題については、明らかに弱いものいじめをしているケースがほとんどで、生徒同士
の力関係から、このようなことを引き起こしていると考えられた。
　平成22年度は、３年生７クラス、２年生５クラス、１年生５クラスの全17クラスで、生徒数は
男子328人、女子276人の604人であった。生徒の様子は、年々減少しているとはいえ、毎年の課
題としてあがっているものに、着こなしのだらしなさがある。男子の腰パン、ボタン開け、シャ
ツ出し、女子のスカート丈上げ、袖口のホックはずし等がそうである。また、少なくなったが、
茶髪、女子の化粧等があった。
　服装・頭髪・言葉遣いなどの指導については、保護者と連携し根気強い指導が必要だと考えて
取り組んだ。そして、生徒の様子を細かく観察し、全教職員で協力して取り組む姿勢を大切にし
た。具体的には毎月「いじめアンケート」を実施し、各学期に１回教育相談を設け、いじめのな
い、生徒にとって楽しい学校・学年・学級作りを目指した。
　生徒の実態を知るということで、年度初めの１回目の職員会議で、各担任から「気になる生徒」
をあげてもらい、非行傾向にある生徒・特別な支援を必要とする生徒・不登校の生徒・欠席しが
ちな生徒というように分けて、全教職員がわかるように共通理解を図った。
　平成21年度は、生徒指導における最重要課題を不登校への取組とした。30日以上の不登校生徒
は、３年生が21名、２年生が15名、１年生が７名の合計43名であった。不登校生徒を一人でも減
らそうということを合言葉に様々な取り組みを行った。
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　平成22年度も、年度当初に「学校教育目標」を受け、22年度の「生徒指導基本方針」を出した。
そこで、課題の一番として、「不登校生徒」や「保健室・相談室登校生徒」の解消への積極的な
取り組みを上げ、実施した。また、生徒指導推進目標でも、「不登校生徒に対しての根気強い指
導と関係機関との連携」をあげ、「カウンセリングマインドを生かした教育相談の充実」や「小
さな問題でも見過ごすことなく、問題事象に対して毅然とした態度での指摘」「必要に応じての、
家庭・地域・関係機関との密なる連携」といった方策をとった。その結果、昨年度の30日以上の
不登校生徒は、３年生が12名、２年生が10名、１年生が５名の、合計27名に減少した21。
４　学内基盤の整備に向けて
　先の二校の「学校の状況」に関する記述は、他の学校にとっても決して他人事ではない。詳細
に読み直してみるならば、問題のほとんど出ていない模範的中学校は別として22、至る所、どの
都道府県、どの自治体の学校にも発生しうる、また発生している問題状況であり、どの学校も取
り組まねばならない取り組みや対策が記載されているといえよう。以下に、その他の整備要因も
加えて、学外機関との連携の前に整備しておく校内基盤について、私どもの実態調査や聞き取り
から得た認識も加えてまとめておきたい。
（1）肝心なことは、「生徒指導基本方針」を策定すればいいということではなく、先ずは全校あ
げてその作成に当たることが基本である、ということである。そうすれば、自校の抱えている問
題も整理される。そうしてから、年度初めや学期始めには、全教員が基本方針の再確認や時宜に
応じた改訂について共通認識をしていく慣習をつくっていくことである。そのことは、生徒指導
の方針を管理職や生徒指導担当教員だけで抱え込むことなく、全教員がブレることのない問題
行動への理解と対処を確立する。この点で、「生徒の状況をよくみて、それに適した指導体制や
指導方法の確立を目指し、全生徒が落ち着いた学校生活が送れるように校内研修や職員会議など
で、指導体制や指導方法の違いをなくすための共通理解を図ることが重要である」23というのは、
もっともなことである。他の関係機関との連携や外部スタッフの活用は、この基盤があってこそ、
なのである。上述した②B中学校の場合も、学内の指導体制を固めて事態の正常化をめざしてい
る。それゆえに、以下のような記載もある。
　「本校の生徒指導体制としては、校長、教頭、各学年の生徒指導、養護教諭、スクールカウン
セラー、小中連携推進員、専任生徒指導主事の９名からなる生徒指導委員会を毎月１回行い、情
報交換や全校視野に立った課題への取り組みについて検討を行い、翌日、全教職員に検討結果の
報告を行う。このような取り組みにより、少しずつではあるが、学校全体が落ち着いた状態に
なってきた」24。
　同じように、「生徒指導基本方針」を作成している札幌市のＹ中学校においても、生徒指導の
方針や基準に関して、教職員で共通理解を図るために、以下のような取り組みをしているという
ことであった25。
・生徒指導研修会（全教員出席）を年度当初及び夏休み明け、年２回実施している。生徒指導
方針を全体で共有するほか、個別の生徒の配慮事項（アレルギーや身体的・精神的な問題
等）についても確認している。
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・また朝の職員会議の最後には、必ず学年主任から報告がある他（各教員がパソコンに打ち込
んだ毎日の報告事項を、各学年の生徒指導主事がまとめて朝の職員会議で印刷・配布してい
る）、ほぼ毎日生徒指導部内では前日起こったことを確認するようにしている。
　さて、「生徒指導基本方針」を読んで再確認することは、学内体制の確立には二重の対応が必
要であるということである。すなわち、先ず、A、学校としての生徒指導目標の作成と、次いで、
B、今年度の生徒指導の重点目標の設定である。そして、Aの上にBが重ねられての指導体制を、
教職員全体に周知徹底することである。
　すなわち、Aとしては、たとえば、１．基本的生活習慣の定着、２．全教職員の共通理解をは
かり、生徒指導主事を中心とした生徒指導体制の確立、３．学年の枠にとらわれず、生徒との関
わりを深める。４．不登校生徒に対しての根気強い指導と関係機関との連携、５．小さな問題で
も見過ごすことなく、問題事象に対して毅然とした態度で指導に当たる、６．「先手を打つ」生
徒指導の推進（事後処理の生徒指導から、予防の生徒指導を！）、７．必要に応じて、家庭・地域・
関係機関との連絡を密にとる、等。
　次いで、Bとしては、たとえば、１．服装指導・頭髪指導の徹底、２．時・場所・状況に応じ
た言葉遣いの指導（対教師暴言・対教師反抗に対する適切な指導）、３．時間を守ることの徹底
指導（遅刻、授業開始時間等）、４．無断下校や登校拒否をさせない、５．不登校生徒や保健室
登校の生徒の解消への積極的取り組み、６．教育相談のさらなる充実（個別指導、特別支援指導）、
７．シンナー等薬物乱用、喫煙、飲酒防止教室の計画的取り組み、８．学校間トラブルの対策、９．
盗難防止のための取り組み、金銭の保管の徹底（担任に預ける）等、いわゆる当該年度の生徒指
導で重点化する項目である。
　いずれにせよ、生徒指導基本方針は作りっぱなしということでは意味がない。生徒たちが自己
指導能力を培って、生活のスタイルや日々の活動のなかで積極的に生き生きと動いているかどう
かが決め手であり、それがねらいであるの
で、基本方針が見た目によくできているか
どうかではない。それには、表Ⅱに示すよ
うに、評価と検証の連続的な見立てが必要
である。
　こうした取り組みが、学校教育法施行規
則第70条に定める（中学校）生徒指導主事
が、授業負担を通常通りに抱えたかたちで
遂行できるのかどうかは、別途、念入りに
調査、論及されるべきである。
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（2）親、近隣との協力関係の努力が生み出す学内環境の整備
　学校訪問インタビュー調査で明らかになってきたことのひとつは、不登校問題である。不登校
自体は犯罪ではないが、学校という集団生活の場を逃避するということは、子どもの自立性、社
会性の育成に欠損状態をもたらす結果となり、健全化は望めない。不登校問題は、巨大政令都市
とは無縁な長野県千曲市の中学校訪問インタビューでも無視できない今日的課題であることが判
明した26。すなわち、不登校は、日本全国の中学校が今日抱えている問題である27。これをどう
解決するか、学校によるスクールソーシャルワーカー活用（学校と福祉機関との連携）という方
向と同時に、教師においての家庭訪問を含めたスクールソーシャルワーク的な視点の保持という
ことがひとつの解決策であろう。
　以下に、事例１として、不登校が潜在化した日常となっている中学校の状況とそれに対する教
師の努力を示すインタビュー内容と、事例２として、学内全体が改善の意欲を消沈してしまって
いるインタビュー内容を掲載する。
＜事例１＞　本校は、１学年１クラスしかなく、１年生24名、２年生30名、３年生30名の構成で、
当市で１、２番の小規模校になっている。３年前は、３年生は13人しかいなかった。本来、学区
内の２つの小学校から生徒が進学してくるのだが、そのうち１つの小学校からは、ほとんど進学
してこない。このことについては、市議会でも取り上げられている状況である。本校の生徒たち
の実態と学力の問題から、近隣の住民は、不安がって本校に子どもを預けたがらなくなっている。
　学校内はかなり荒れている状況である。男子が荒れているときは、暴力的な問題行動が中心と
なる。鍵も壊される。ここ最近は女子が荒れている。そして、生徒の学力は非常に低い状況であ
る。生徒たちの言動、言葉遣いは極めて荒く悪い。いつ頃から今のような状況になったかは不明
である。
　生徒の保護者に生活指導上の協力を求めることは難しい。親自身が高校等に進学していない
か、あるいは、親自身が心身の問題を抱えていることが多く、学校の指導に理解を示さない。先
ず、子どもは学校教育をきちんと受けるべきなのだという認識が親にない。自分たちも適当に
やってきたのだからいいじゃないかという思いがあると思われる。そのため、学校が厳しい指導
をすると反発が予想されるので、教員は子どもの指導に当たる場合、敏感にならざるを得ない。
子どもたちにとっては、親は絶対的な存在であり、正しいことであれ、そうでないことであれ、
親の影響が非常に大きい。
　先ず、普段の授業を成り立たせることが大変である。授業時間なのに、教室に生徒が誰もおら
ず、探しに行ったこともあった。そのような状況のもと、授業不定着の子どもに対応するために、
授業には教師二人を就かせるようにしている。そして、生徒が教室を出ないようにと、常に生徒
を見守っている。そうすれば校外等に、教員の手を振り切ってまで出て行くようなことはない。
しかし、教員数が決して多いとはいえない状況で、授業に教員二人を配置することは、教員を多
忙化させる。常時、職員室には管理職しかおらず、養護教諭さえも授業に配置させている有様で
ある。
　それでも家庭訪問については、特定の時期だけでなく日常的に行っている。学校で起きている
ことや生徒への指導について、保護者の協力、理解を得ることが何より重要であると考えるため
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である。
　生徒の問題行動としては、暴力行為は年間10件くらいは発生する（教師をひっかく等、但し、
器物損壊は誰がやったか分からないので件数としては挙げていない）。虐待については、気になっ
ているケースが１件ある。虐待は、現在、疑わしきは報告となっているが、学校から関係機関（児
童相談所等）への通告は難しいと感じている。「何かあったのですか」というかたちで保護者に
警告をしたりはしている。学校からの通告となると匿名とはいかない。保護者との関係が崩れる
のではないかという恐れがある。そのため、スクールカウンセラーを交えて協議しつつ、「見守
り」にとどまっている。
　とはいえ、生徒たちと学校は敵対的な関係にはなっていない。また、学校は、保護者との関係
を築くことに大変重きを置いている。保護者が子どもに与えている影響が大きいので、親の反発
をうけると子どもの教育どころではなくなってしまうからである28。
＜事例２＞　本中学校は、一見問題がなく平穏にみえるが、昔は荒れたことがあり、現在の子ど
もの親になっているクラスの３分の１が父子家庭、母子家庭であり、そうした家庭は本学区の一
地区にかたまっており、子どもたちは、経済的にも苦しく、学力も低い状態で、いつでも問題が
噴き出しかねない、気を緩められない、という状況にある。
　教員たちについていうならば、加配教員がいないこともあって、生徒指導でのリーダーシップ
に欠け、生徒たちに「あいさつ」をさせるといった学内運動にも覇気がなく、教師自身もその大
半が通勤時刻ギリギリで登校するという状況で、足並みをそろえようとしない。
　教員の半数が新しい手を打とうとする意欲もなく、管理職（校長、教頭）が忙しく動いている
だけで、教員側の生徒指導の活動は低迷している。
　当然ながら、不登校生徒が多く、特別支援室という市の教育機関（スクールカウンセラーが在
勤）に通っている生徒たちがいる。部活はその数も少なく、活発な活動はしていない。地域も夜
遅くまで店が開いておらず、人通りも早く無くなるために危険な面が多く、親たちは学校教育に
あまり期待しておらず、教員たちも親も、何事も例年通りのままでいいといった惰性的な考え方
で終わってしまっている傾向がある。「生徒指導基本方針」といったものは作成されていない29。
　以上の実態から、問題解決に関してみえてくることがある。
　１つは、地域がどうあろうとも、先ずは校内の教職員の一致協力体制づくりが重要だというこ
と、校長や教頭といった管理職だけで問題の処理をしないということ、加配がいようといまいと、
生徒指導主事を中心として、教員間での生徒指導体制の情報共有や共同対応の確立である。
　２つは、生徒たちの気分がまだ新鮮な朝の取組みを効果的にすることである。生徒指導体制を
確立し得たＩ中学校のインタビューでは、生徒たちの登校時に毎日２～３人の教員が校門に立
ち、挨拶運動や遅刻指導をし、生徒指導主事や担当教員は朝の７時前には学校に来て、校内や学
校周辺の環境整備・見廻りをする、ということであった。日々見廻りをすることで周辺の住民の
方とも関係作りができ、生徒の情報を教えてもらえることもあるのである。
　３つは、子どもたちに「学ぶ」楽しさを味わってもらえるような授業づくり、分かる授業をす
るということ。事実、非行を犯す子どもに学校での勉強が好きだという子どもは少ない30。
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　４つは、スクールカウンセラー等を活用して一人ひとりに寄り添った指導体制・相談体制をつ
くっていくということ。
　５つは、子どもたちが「学校は楽しい」と思えるような活動の場を設定すること。それは、何
よりも部活の活性化にある。部活で受賞・入賞を繰り返している学校は、賞牌や賞状、あるいは
優れた生徒作品が玄関の廊下にあふれるように飾ってあり、教員はもとより生徒たちが生き生き
としている31。
　６つは、学校をきれいにしておくこと。それは、生徒たちをも巻き込んでのゴミを落としてお
かない環境整備と花壇の手入れである。清掃と花や植栽に力が入っている学校は、玄関からして
襟を正す雰囲気をかもしだす32。この逆の環境で、暴力や不登校をなくすと叫んでも効果はない。
　７つは、小学校や高等学校との情報提供の連携を教員レベルで行っているだけでなく33、中学
校と小学校高学年の子どもたち自身が互いに連携して何らかの行事を実行できるような場をつ
くってやることである。責任ある機会の設定からいたわりや礼儀作法も身についてくる。
　８つは、校長を中心として、写真入りの「学校通信」を、できればカラーで月報として発行し、
親も読むことを前提にした明るい話題、名誉な話題、活気ある話題を記載することである。
　最後に、入学式とくに卒業式に在校生を参列させ、在校生から卒業生に合唱なり合奏なり、感
謝のパフォーマンスをする企画を慣習化してみることである。そのための練習などを２年生以下
がしていく中で育まれる連帯感や実行力や達成感、そして卒業生がそのパフォーマンスに感動す
る瞬間の経験は、非行や問題行動から無縁な学校を創成するのである。
　子どもの非行防止は日常からが重要である。事態が大きく深くなってしまってからでは手遅れ
となる。ここに、未然防止（早期発見、早期対応）予防教育、事案処理（学内、学外連携）、事
後指導の３段階が一体化すべき必要性がでてくる。子どもの問題行動の背景には、片親家庭、核
家族化、少子高齢化、都市化、産業構造の変化、高度情報化、経済格差といった社会環境のあら
ゆる側面の急激な変化があり、今後もその原因は一層、複雑・多様化しているであろう。このよ
うな社会状況の激変を踏まえた上で、いかに児童生徒の健全な発育、成長を保証するかというこ
とは、今日の学校関係者と社会の喫緊の課題となっている。
【付記】本論文は早稲田大学教育総合研究所研究部会（B-７）「子どもの問題行動防止と健全育
成をめぐる総合的対策の研究―学校内の改善および学校外関係機関、とくに警察との連携を中心
に―（代表：石堂常世）」（2011年）の研究成果（石堂論文）の改訂版である。
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＜注＞
１ 内閣府 『平成23年度　子ども・若者白書』、第４節、刑法犯少年、第５節、問題行動、pp.56-63
　たとえば、学校内の暴力行為発生件数ひとつをとっても、平成19年度で、中学校33,525件、高
等学校9,603件であり、これに対して小学校は、平成17年度が2,018件であったが平成19年度に4,807
件と上昇の一途をたどっている。（国立教育政策研究所生徒指導研究センタ 『ー生徒指導上の諸
問題の推移とこれからの生徒指導－データにみる生徒指導の課題と展望－』ぎょうせい、2009、
pp.67-78。）高校生の犯罪件数をとりあげて規範意識は低下していない、そもそも低下とみるの
が……、と論じるよりも、中学生と、小学生の最近の傾向に焦点を当てなければならないであろ
う。（渡辺巧『犯罪学入門』成文堂、2009、pp.31-39。）本書の出版の後、神奈川県警本部長に就任
された渡辺氏も、少年非行に関する内閣府大臣官房政府広報室による「少年非行等に関する世論
調査」の結果に注目し、「社会全般の規範意識（モラル）が低下している」の項目に57.8％が上がっ
ていることを記録している。
２　海野道郎・片山一男編『＜失われた時代＞の高校生の意識』有斐閣、2008の、高橋征仁論文pp.59-
87、片瀬論文pp.1-22等を参照ありたい。他に、友枝敏雄・鈴木穣編著『現代高校生の規範意識－
規範の崩壊か、それとも変容か－』九州大学出版会、2003、など多数挙げられる。加藤美帆『不
登校のポリティックス‐社会統制と国家・学校・家族』勁草書房、2012もこの論調にある。
３　（独）科学技術研究開発センタ （ーJST）研究開発プロジェクト「子どもを犯罪から守るための多
機関連携モデルの提唱」プロジェクト、代表：石川正興 （研究助成期間：平成21年10月～平成24
年３月）、学校教育行政グループリーダー：石堂常世、共同研究者：宮古紀宏・帖佐尚人
４　早稲田大学教育総合研究所2011年度共同研究（代表：石堂常世）『子どもの問題行動防止と健全育
成をめぐる総合的対策の研究－学校内の改善および学校外関係機関、とくに警察との連携を中心
に－研究報告書』（2011年４月～ 2012年３月）、早稲田大学教育総合研究所、印刷：三友社、2012
年３月、209ｐ .本書の巻末「参考資料」に、本共同研究で作成した「生徒指導関連施策年表」を
掲載。
５　少年警察活動規則（平成十四年九月二十七日国家公安委員会規則第二十号）最終改正：平成一九
年一〇月三〇日国家公安委員会規則第二四号
第１章　総則第二条（より抜粋）
一　少年補導職員　少年相談（少年の非行の防止及び保護に関する相談をいう。以下同じ。）、継
続補導（第八条第二項（第十三条第三項及び第十四条第二項において準用する場合を含む。）の
規定により行う継続的な補導をいう。以下同じ。）、被害少年に対する継続的な支援その他の特
に専門的な知識及び技能を必要とする少年警察活動を行わせるため、当該活動に必要な知識及
び技能を有する都道府県警察の職員（警察官を除く。）のうちから警察本部長（警視総監及び道
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府県警察本部長をいう。以下同じ。）が命じた者をいう。
二　少年サポートセンター　警視庁、道府県警察本部又は方面本部の内部組織のうち、少年補導
職員又は前号に規定する知識及び技能を有する警察官（以下「少年補導職員等」という。）を配
置し、専門的な知識及び技能を必要とし、又は継続的に実施することを要する少年警察活動に
ついて中心的な役割を果たすための組織として警察本部長及び方面本部長が定めるものをいう。
（少年警察活動の基本）
第三条　（省略）
一　少年の健全な育成を期する精神をもって当たるとともに、その規範意識の向上及び立直りに
資するよう配意すること。
二　少年の心理、生理その他の特性に関する深い理解をもって当たること。
三　少年の性行及び環境を深く洞察し、非行の原因の究明や犯罪被害等の状況の把握に努め、そ
の非行の防止及び保護をする上で最も適切な処遇の方法を講ずるようにすること。（以下、省略）
少年警察活動規則、少年補導職員、少年サポートセンターの設置、状況、課題については、注４
に示した報告書の掲載論文（共同研究成果論文）、田村正博「警察と学校との連携－少年サポート
センターの役割と非行防止教育を中心に－」を参照ありたい。
６　 拙稿「徳育における規範意識の問題－21世紀における徳育の強化から見えてくるもの－」早稲田
大学大学院教職研究科紀要、第４号、平成24年３月、pp.19-43
７　拙稿「改正教育基本法と道徳教育の新展開について－『心の教育』という徳育の限界を問う－」『白
鷗大学教育学部論集』、第３巻、第１号、平成21年５月
８　神奈川県「地域連携研究会報告書－少年を支え・守り・育てるための提言－」神奈川県警、神奈
川県教育委員会、横浜市教育委員会他、平成13年５月、45p.
９　尚、省庁の対策についてのみ触れてきたが、都道府県、自治体関係の少年非行防止対策の推移や
実状についても調べることが重要である。この点について、本報告第３論文（宮古）は、われわ
れが平成21年９月から調査研究してきた政令指定都市（北九州市、札幌市、横浜市の３市）の結
果から、学校教育行政に関する先端的取組を紹介しているので参照願いたい。JST研究開発プロ
グラム「子どもを犯罪から守るための多機関連携モデルの提唱」（代表：早稲田大学法学学術院、
石川正興教授）は、平成23年５月には千葉市で、平成24年３月15日には早稲田大学国際会議場で
シンポジウムを開催し、研究成果を公表した。後者では、石堂がシンポジウムパネリストを務め
ている。
10　文部科学省『生徒指導提要』平成22年３月、237p.のp.１
11　ハーシ、森田 洋司・ 清水 新二訳、『非行の原因－家庭・学校・社会へのつながりを求めて』、文化
書房博文社。
12　先ず、挙げるべきは、現場の教員が比較的よく読み、かつ投稿もしている専門誌『月刊生徒指導』
（学事出版株式会社）である。創刊以来41年になる本誌は、文部科学省とのつながりもよく、日本
生徒指導学会等と連携していることもあり、内容的に役立つ情報や提言で埋まっている。特に、
『月刊生徒指導』平成22年７月号は、特集に「生徒指導提要を読む」を組んでおり、現場の教員に
分かりやすい。
　筆者は、『生徒指導提要』が発売されたその翌月に開催された日本生徒指導学会関西地区研究会
第３回大会（於：大阪府私学教育文化会館）に参加したが、200名近い現場の教員や関西の警察署
の幹部も参集し、提要についての熱心なシンポジウムが行われ、その後の個人発表には学校や警
察側からの非行対策改善策の取り組みの報告もあり、持続性の高い実践的経験に基づいた多くの
知見を得た。
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　また、本誌の増刊として出されている、提要前の平成21年７月の『生徒指導白書‘09』（統計資
料集）と、提要後の平成23年12月の『生徒指導提要を理解する実践する』尾木和英・有村久春・
嶋崎政男著）に注目したい。とくに、後者は、学外連携を視野に入れつつも（p.88 ～）、学内の生
徒指導体制をどう改編するかの観点から分かりやすく整理している。最後に、平成20年に一足先
に刊行された八並光俊・國分康孝編『新生徒指導ガイド』（図書文化）も学校内で教師が実際に問
題行動に対応するうえで知っておくべき専門的知見を図表を用いつつ整理して提示している。
13　横浜市教育委員会『児童・生徒指導の手引』平成21年３月、144p.　本書の存在をわれわれが知っ
たのは、JST研究「子どもを犯罪から守るための多機関連携モデルの提唱」の石堂グループ生徒
指導研究会議においてであった。平成23年２月25日、於：早稲田大学での研究会。講師として、
当時の神奈川県警察本部少年育成課副主幹／元横浜市立東野中学校生徒指導専任教諭と横浜市教
育委員会事務局人権教育・児童生徒課指導主事を招き、横浜市の少年非行問題と対策について報
告をいただき、質疑応答を行った際、本研究の基や視点になった研究素材を得た。
　尚、多くの都道府県レベルで生徒指導の手引書の作成はなされていると推測するが、香川県教
育委員会は、香川大学教育学部との連携のもとで、２年間にわたり、中学校ではなく小学校の児
童の実態や問題行動増加の要因・背景の分析に努め、平成23年２月、小学校レベルの極めて実
践的な教職員用児童指導対応マニュアルを作成し、公表した。「小学校問題行動防止プログラム」
70p.
　香川県教育委員会がこの「防止プログラム」をまとめるまでに調査委員会で指摘された課題は
以下である。筆者は、以下の諸課題は、小学校のみならず、全国の中学校に対しても、そのまま
適用される実態であると考える。
　○近年まで、小学校における対教師暴力や器物損壊は、本県全体でも数件しかなかったため、
問題行動等を起こした児童への対応や問題行動等に対する諸注意などの指導に重きを置いてきた
経緯があり、予防的・積極的な生徒指導に取り組む基盤が弱かった。
　○生徒指導は主として学級担任が行い、授業中の問題行動等にも授業者のみが対応する状況が
多い。このため、中学校に比べると、生徒指導担当教員が中心となり組織で協議する機会が少な
く、担任の抱え込みが起こりやすい。また、学校全体での指導の基準が曖昧であったり、十分な
指導体制が組めていなかったりする。
　○全国との比較において、自分の学校や学級に居場所が見いだせなかったり連帯感が感じられ
なかったりする児童が多い。近年は、自分の感情や思いを穏やかな言葉で相手に伝えられず、暴
言や暴力で表出する児童が増加している。
　○規範意識や基本的生活習慣が十分身に付いておらず、指導すると反発する児童も少なくない。
集団としてのルールやマナーを守ることや服装を整えることへの一層の保護者の理解や家庭の協
力が求められている。
　○何かあるとパニックを起こしたり感情がコントロールできなくなったりする児童が増加して
いる。こうした児童の理解に努めようと、児童の特性や望ましいかかわり方・指導の在り方につ
いての教職員研修に取り組み始めた学校も多い。
　○警察による非行防止教室の実施や児童相談所への相談など関係機関とのかかわりが深まりつ
つあるが、個別の児童のサポートにあたり日頃から連携し合うまでには至っていない場合が多い。
ibid.,p.５
　以上の課題からも、学校と関係機関との連携については、次第に意識が高まってきているとは
いえ、その前に、学校内の生徒指導体制の見直しと体制が緊要であることが理解できよう。香川
県の本「防止プログラム」には、小学校の教員や生徒指導担当者が、ブロック内の中学校（複数校）
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の現地研修・参観を行い、また中学校の生徒指導主事から生徒指導の現状と対応を学ぶ会議体が
設けられたことについて説明があるが、このように異なる学校種間の関係教員が、生徒指導に関
する情報交換と指導対策の研修機会を地元で設けることは、小学校、中学校、あるいは場合によっ
ては高等学校の児童生徒が安心できる学校・学級づくりのために望ましいと考えられる。
14　文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」平成20年。
15　2011年２月の本研究会議での披露談である。本共同研究報告書（既述）の巻末にある「参考資料」
（研究会会議禄）を参照。早稲田大学図書館等に配置。
16　横浜市立Ｘ中学校、生徒指導部、平成22年度「生徒指導マニュアル」を参照。
17　JST研究開発プログラム「子どもを犯罪から守るための多機関連携モデルの提唱」は、平成24年
２月29日の研究会議（早稲田大学）において、本共同研究の及ぼした何らかのインパクトによっ
て改善・刷新された三政令都市における成果を中心に三都市代表から報告を受けたが、その際の
中嶋孝宏氏（神奈川県警察本部少年育成課副主幹）の発言からの抜粋（議事録）。
18　すでに文部科学省は、平成17年２月25日の『生徒指導メールマガジン』第５号で、横浜市の生徒
指導専任教諭の配置を評価している。「横浜市では、中学校における生徒指導体制を強化するた
め、昭和48年度から、全市立中学校に生徒指導専任教諭を配置している。生徒指導専任教諭に対
しては、週当たり授業時数を10単位時間以内に軽減し、生徒指導に専念させている。校内教育相
談の推進役、担任や学年への相談支援やケースカンファレンス、地域や関係機関対応など、校内
生徒指導における専門性の高いコーディネーターとして位置づけている。また、小学校には児童
指導担当教諭、高等学校には生徒指導担当教諭が校務分掌として置かれている」www.mext.go.jp/
a_menu/shotou/.../05022801.htm。
　横浜市立小学校長会では、平成23年に教育委員会教育長宛てに「よりよい横浜の教育」の実現
に向けてと題した提言を提出し、その第２提言として、児童支援専任教諭の加配としての配置に
ついて要求を出した。「全国に先駆けて本市が小学校全校に児童指導専任教諭を段階的に配置し
ていくことは、教育現場の現状とニーズに応え、……その意義は大きい」www.edu.city.yokohama.
jp/sch/kenkyu/es.../index.htm。さらに、横浜市児童・生徒指導中央協議会は、昭和43年以降、教育
長を会長とし、健全育成市民団体関係者、少年警察関係者、PTA関係者、校長等学校関係者、教
育委員会等本市青少年健全育成事業関係課職員等の委員により、①児童生徒の非行防止に係る適
切な施策、②児童・生徒指導の徹底、③児童生徒の健全な育成に資する目的で開催されているが、
児童支援専任教諭区代表総務と生徒指導専任教諭区代表総務は、ここでも定期的に報告を行い、
情報交換をしている。
　尚、箕面市も生徒指導専任教員の配置を実施した。読売新聞（平成21年11月16日朝刊）の記事
によれば、箕面市独自で生徒指導担当者を配置した結果、箕面市の不登校（年間30日以上の欠席）
の数は、平成13年133名から平成19年66名と不登校生徒（中学校）が半減した、と報じられている。
箕面市の報道資料「箕面市独自の生徒指導専任教員の配置体制の成果について」（平成21年11月９
日）参照。
19　北九州市の専任生徒指導主事（加配）に関しては、JST共同研究（代表、石川正興）「子どもを犯
罪から守るための多機関連携モデルの提唱」の『中学生を犯罪から守るための多機関連携－学校・
児童相談所・警察を中心に－』（本研究のシンポジウム　第１次　報告書）所収、早稲田大学社会
安全政策研究所、平成23年。「生徒指導からみた非行防止と健全化育成」（司会：石堂）pp.54-71の、
井口雅浩専任生徒指導主事の報告pp.54-58、およびそのパワーポイントと説明pp.122-125を参照。
さらに、キーワード説明のp.157参照。
22 早稲田教育評論　第 27 巻第１号
　指導力の向上を図る職員研修等への参加として、定例の生徒指導主事主任会議（８回）、専任
生徒指導主事会議（３回）、生徒指導対策研修会に参加し、問題行動への対応について研修する
とともに、学校間の生徒指導の情報交換等に努めている。
20　北九州市立T中学校（専任生徒指導主事（加配）校）「生徒指導基本方針」p.1
21　北九州市立S中学校（専任生徒指導主事（加配）校）「生徒指導基本方針」pp.1 ～ 2
22　本研究の学校訪問インタビュー調査で生徒指導上の問題がほとんどないという中学校に出会った。
長野県千曲市立更埴西中学校である（平成24年１月27日訪問、市川文夫校長、中村勝教諭応対）。
平成23年、５年計画で事業費35億をかけて新校舎が完成した本校は、近隣に歴史的遺跡を有し地
域住民の意識が高いという背景もあり、図書館の二階は地域解放図書館として市民が自由に利用
できるようにし、校舎内部はひのきの香りが漂う木造基本の造りにした。生徒指導上の問題がほ
とんどないという実態は、ルーチィン的な学校経営をしているからではない。「相手を生きること
によって自己を生かす」という校訓のもと、教職員一丸となったきめ細かい指導体制、スポーツ、
部活への積極的な取り組みが効を奏している、とみた。
23　op.cit.,北九州市立S中学校「生徒指導基本方針」p.２を参照。
24　2011年７月８日、札幌市中学校・高等学校の聞き取り調査での札幌市立Ｙ中学校記録
25　ibid.,p.２
26　長野県千曲市中学校訪問インタビューより。平成24年１月27日。
国立教育政策研究所『不登校への対応と学校の取組について－小学校・中学校編』平成21年３月
刊、104p.
27　相馬誠一「不登校の何が問題なのか」、中野澄「不登校の完全防止に向けた小中連携による取り組
み－不登校緊急対策事業を中心に－」、「不登校を解決に導く支援のあり方を探る－教師のスクー
ルソーシャルワーク的な視点が生み出す効果的な支援」、以上、『月刊生徒指導』特集：こうすれ
ば不登校が減る、平成20年11月号、学事出版
28　北九州市立S中学校訪問インタビューより、平成22年８月３日
29　北九州市立Y中学校訪問インタビューより、平成24年３月22日
30　学業嫌いと非行の関係については、神奈川県「地域連携研究会報告書－少年を支え・守り・育て
るための提言－」神奈川県警、神奈川県教育委員会、横浜市教育委員会他、平成13年５月を参照。
神奈川県警少年・相談保護センターでは、非行や問題行動をかかえる少年に対し継続指導を実施
しているが、平成22年中に継続指導をした対象少年（中学生149名）の生活環境の調査分析を行っ
たところ、問題行動には、保護者の指導力と地域のかかわりに関連がみられた。さらに、学校
生活との関連では、「授業がわからない」が82人、「どちらともいえない」が36％、「わかる」が
31％であった。また、「授業がわからない」群は、「家出・無断外泊」、「性の逸脱行動」「家庭内
暴力」以外の問題行動で、「それ以外」の２群を上回っていた。学業が分からないと回答した少
年は、怠学、不良交友、暴力行為、窃盗、飲酒、喫煙が、学校では、遅刻、早退、授業離脱など
の問題行動が多かった。ここに、支援のひとつ（ボランティアなどによる学業支援）の手掛かり
が隠されているといえよう。
31　北九州市立某中学校では、部活の賜杯、賞状で廊下があふれんばかりであり、吹奏楽部の定期演
奏会は、美術部員、放送部員の協力のもとで、市民会館で毎年３月に開催しており、その他の活
動も含めての保護者による「学校評価」は極めて高い。地域が一丸となって中学校を支援してい
る体制づくりに成功している。当校の「学校通信」参照。
23子どもの問題行動防止と健全育成をめぐる総合的対策
32　学校正面玄関前の花の手入れは、何事もないようであるが、規律と生命への愛、それに美的感覚
を育てる。
33　学校間の連携、とくに異種校同士の情報連携や生徒指導関係の自主的研修の開催については、歴
史ある札幌市学校教護協会の活動（大正５年に発足した中学校と高等学校を中心とした非行対策
協議会）に注目すべきである。JST研究開発プログラム「子どもを犯罪から守るための多機関連
携モデルの提唱」の『第２次シンポジウム報告集』207p.　（平成24年３月15日、於：早稲田大学
国際会議場）。学校教育行政機関調査担当グループリーダー石堂常世報告の、p.５に説明が記載さ
れている。
